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第５回 「もったいない大賞」表彰式・事例発表開催 

－ （一社）日本有機資源協会 － 

（一社）日本有機資源が主催し農林水産省が協賛、環境省と消費者

庁が後援する平成２９年度食品リサイクル促進等総合対策事業の「第５

回 もったいない大賞」の表彰式及び事例発表会が豊洲シビックホール

（東京都江東区豊洲）で開催された。当日は、冒頭主催者の（一社）日本

有機資源協会会長牛久保 明邦氏が挨拶で始まり、次いで来賓の農林

水産副大臣の谷合正明氏が挨拶、続いて農林水産大臣賞・農林水産

省食料産業局長賞・食品産業もったいない大賞審査委員長賞の表彰状

の授与が行われた。記念撮影後、休憩はさんで事例発表会に入り、最初

に審査委員長の増井忠幸氏から受賞者講評が行われ、全体的に応募

レベルも上がり、着実に食品産業のもったいないが浸透していると講評。

続いて各受賞者の事例発表を行い閉会した。農林水産大臣賞はユニー株式会社の「食品リサイクル

ループは命をつなぐ環」（食品廃棄物を資源として活用し、生産した農畜産物を消費者に購入してもら

うことによる地産地消を実現）。弊協会会員企業の三菱食品株式会社は、「製・配・販連携によるサプラ

イチェーン全体の効率化活動」という内容で農林水産省食料産業局長賞を受賞した。 

 

 
第５回もったいない大賞 表彰式会場 

関連省庁・団体からのお知らせ 

 

農林水産省食料産業局長賞を 

受ける三菱食品（株）千田氏 
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大規模小売業者との取引に関する 

納入業者に対する実態調査報告書 

－公正取引委員会－ 

平成３０年１月３１日  

第１ 調査の趣旨  

１ 公正取引委員会は、独占禁止法上の優越的地位の濫用規制及び下請法に基づき、納

入業者に不当に不利益を与える行為に対し厳正に対処するとともに、違反行為の未然防止に

係る取組を行っている。また、この未然防止の取組の一環として、公正取引委員会は、優越的

地位の濫用規制上又は下請法上問題となり得る事例が見受けられる取引分野について、取引

の実態を把握するための調査を実施している。 

 

２ 大規模小売業者の間では、消費者のニーズに対応するための競争が活発に行われる一

方で、公正取引委員会は、優越的地位の濫用行為について、平成２５年以降、毎年２０件前後

の注意を小売業者に対して行っている。このような実情を踏まえ、公正取引委員会は、大規模

小売業者との取引に関する納入業者に対する実態調査を実施した。  

 

第２ 調査結果及び公正取引委員会の対応  

１ 本調査の結果、大規模小売業者と納入業者の一部の取引において、大規模小売業者に

よる優越的地位の濫用規制上問題となり得る行為が行われている状況が認められた（調査結果

の概要については、「大規模小売業者との取引に関する納入業者に対する実態調査報告書

（概要）」を参照）。 

公正取引委員会は、違反行為の未然防止及び取引の公正化の観点から、本調査結果を公

表するとともに、大規模小売業者の関係事業者団体に対し、業界における取引の公正化に向

けた取組の要請等を行うこととした。 

 

２ 公正取引委員会は、今後とも、本調査結果を踏まえ、大規模小売業者と納入業者の取

引実態を注視し、優越的地位の濫用規制上問題となるおそれのある行為の把握に努めるととも

に、これに違反する行為に対しては、厳正に対処していく。 

 

  

問い合わせ先    公正取引委員会事務総局経済取引局取引部企業取引課  

電話  ０３－３５８１－１８８２（直通） 

ホームページ    ｈｔｔｐ：／／ｗｗｗ．ｊｆｔｃ．ｇｏ．ｊｐ／ 
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 食品衛生規制の見直しに関する骨子案 

（食品衛生法等の改正骨子案） 

－ 厚生労働省 － 

平成３０年１月１６日  

１．趣旨  

○前回の食品衛生法等の改正から約１５年が経過し、共働き世帯や高齢者単身世帯の増加を背景

に、調理食品、外食・中食への需要の増加や健康食品への関心の高まりなど食へのニーズの変

化、輸入食品の増加など食のグローバル化の進展といった我が国の食や食品を取り巻く環境が変

化している。  

○このような変化に伴い、都道府県等を越える広域的な食中毒事案の発生や拡大の防止、下げ止ま

り傾向である食中毒発生数を抑制する必要があること等を踏まえると、食品等を提供する事業者に

おけるより一層の衛生管理や、行政による的確な対応が喫緊の課題となっている。   

○さらには、２０２０年東京オリンピック・パラリンピックの開催や我が国の食品の輸出促進を見据え、国

際標準と整合的な食品衛生管理が求められる。   

○これらの状況を踏まえ、食品安全の確保のため、消費者、事業者、有識者など関係者の意見も踏

まえ、以下に基づき、次期通常国会に食品衛生法等を改正する所要の法案の提出を行う。 

 

２．主な改正内容  

①広域的な食中毒事案への対策強化  

○国や都道府県等が、広域的な食中毒事案の発生や拡大防止等のために、相互に連携や協力を

行うことを明記するとともに、連携や協力の体制整備のため、厚生労働大臣が、国や都道府県等の

関係者で構成する広域連携協議会を設置することができることとする。  

○緊急を要する場合には、厚生労働大臣は、当該協議会を活用し、広域的な食中毒事案に対応で

きることとする。   

 

②ＨＡＣＣＰ（ハサップ）による衛生管理の制度化  

○我が国の食品衛生管理水準の向上や国際標準化を図り、事業者自らが取り組む衛生管理を推

進するため、食品等事業者※、と畜業者等や食鳥処理業者は、 

・施設の内外の清潔保持等の一般的な衛生管理に加え、  
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・事業者自らが使用する原材料や製造方法等に応じて行う、食品衛生上の危害の発生を防止する

ために特に重要な工程を管理するための衛生管理（規模や業種等を考慮した一定の営業者につ

いては、その取り扱う食品の特性等に応じた衛生管理）  

に関する計画を定め、遵守しなければならないこととする。  

※常温で保存可能な包装済み食品のみを販売する営業など、公衆衛生に与える影響が低いと考えられる業種につ

いては、対象から除く。  

 

○現行の「総合衛生管理製造過程承認制度」（食品衛生法第１３条）は廃止する。ただし、厚生労働

大臣が食品衛生上の危害の発生を防止するための措置が講じられていると認めた場合に、食品衛

生法で定める食品の製造・加工の規格基準に適合しなくとも販売等ができるとする仕組みは維持

する。  

 

③特別の注意を要する成分等を含む食品による健康被害情報の収集  

○健康被害の発生を未然に防止する観点から特別の注意を必要とする成分等※を含有する食品を販

売等する事業者は、その製品が健康に被害を生じさせている又は生じさせるおそれがある旨の情

報を得た場合は、都道府県等を通じて厚生労働省に報告しなければならないこととする。  

※厚生労働大臣が薬事・食品衛生審議会の意見を聴いて指定する。  

○また、厚生労働大臣等が健康被害に関する調査を行う場合には、関係者は健康被害に関する情

報提供等に努めるものとする。   

 

④国際整合的な食品用器具・容器包装の衛生規制の整備  

○食品用器具・容器包装の安全性の確保や規制の国際的整合性の確保のため、人の健康を損なう

おそれがない場合を除き、合成樹脂等を対象として、規格が定められていない原材料を使用した

器具・容器包装を販売等してはならないこととするとともに、製造者は、適正製造管理規範を遵守し

なければならないこととする。  

○器具・容器包装の製造者や販売者は、製品の販売先の事業者に対し、当該製品が規格基準に適

合する旨の情報を提供しなければならないこととし、器具・容器包装の原材料の製造者が、器具・

容器包装の製造者等から求められた場合には、その情報の提供に努めなければならないこととす

る。   

 

⑤営業許可制度の見直し、営業届出制度の創設  

○都道府県ごとに異なる営業許可基準について、厚生労働省令で定める基準を参酌し、条例で定め

ることとする。  
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 （注）現行の政令で定める営業許可業種について、営業実態等を踏まえた見直しを行う。   

 

○公衆衛生に与える影響が少ない営業を除き、営業を営もうとする者は、あらかじめ都道府県等に届

け出なければならないこととする。   

 

⑥食品リコール情報の報告制度の創設  

○営業者が製造等をした食品等が、食品衛生法に違反をした場合等で、当該食品等を回収するとき

は、食品衛生上の危害が想定されない場合を除き、回収に着手した旨及び回収の状況を都道府

県知事等に報告し、当該報告を受けた都道府県知事等は厚生労働大臣等に報告しなければなら

ないこととする。   

 

⑦輸入食品の安全性確保・食品輸出関係事務の法定化  

○輸出国において食品衛生上の危害の発生を防止するために特に重要な工程を管理するための措

置（ＨＡＣＣＰによる衛生管理）が講じられていることが必要な食品※については、当該措置が講じら

れていることを輸出国の政府機関が確認した施設等において製造等されたものでなければ、輸入

してはならないこととする。  

※食肉、食鳥肉等を想定。 

○また、衛生管理によっては食品衛生上のリスクが高まるおそれがある食品※の輸入に当たっては、

食品衛生上の管理状況等について、輸出国政府による衛生証明書の添付を要件とする。  

※乳、乳製品や生食用カキやフグを想定。   

○都道府県知事等は、輸出される食品の安全性に関する証明書の発行その他必要な措置を行うこと

ができることとする。   

 

⑧その他  

○行政処分や罰則に関する規定や経過措置など所要の規定の整備を行う。   

 

（以上） 
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第１回 企業部会幹事会 

－ 国民生活産業・消費者団体連合会 － 

平成３０年２月７日（水）１５：００～ 

ホテルニューオータニ宴会場階「ＡＺＡＬＥＡ」 

「企業部会」は、すでに発足している「消費者部会」と同様、昨年６月の定時総会でその設置の承

認をいただいた新機関です。１２月の第３回常務理事会・理事会合同会議にて、「設立趣意書」

と、同会を具体的に運営していく「企業部会幹事」のメンバーについての承認をいただき、この度

「第１回企業部会幹事会」が開催され、正式に「企業部会」が発足しました。 

 

２月７日（水）の「第１回企業部会幹事会」には、業界団体会員を中心とする企業部会幹事メンバー

と、代表者出席の叶った役員企業会員の有志が出席し、生団連が取り組むべき様々な議題について

議論がなされました。 

 

〈企業部会設立趣意〉 生団連企業部会設立趣意書より抜粋 

わが国は国家と官僚の主導により、製造業の発展を柱として １９４５ 年の焦土から短期間で

戦後復興を成し遂げ、世界有数の工業国となった。しかしながら社会が高度に発展した現在、

わが国では流通・サービス産業を中心とした第三次産業がＧＤＰの７割を超えるという構造変

化が進んでいる。 

このような変化にもかかわらず、わが国の様々な制度や仕組みは、現実の国民経済構造に

十分対応できているとはいえない状況にある。 

国民生活に密着し、国民生活に直接的責任を負う我々生活産業は、一企業や一業界の枠

組みを超え、国民利益＝生活産業利益の観点から国の諸制度と仕組みの改善・改革を遂行

し、国民の生活・生命を守り、持続的な国の安定と繁栄をはかるとともに、世界の調和的発展

に資するため、ここに生団連企業部会を設立する。 

 

生団連企業部会設立趣意書の全文は、生団連ホームページでご確認いただけます。 

http://www.seidanren.jp/information/pdf/176.pdf 
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第１回企業部会幹事会 議題 

 

議題１：企業部会設立について 議題５：カジノ解禁の問題 

議題２：透明性の高い財政と予算制度の構築 議題６：「外国人労働者」受け入れ 

議題３：「同一労働同一賃金」の考え方 議題７：第２回消費者部会の議事報告 

議題４：「１０６万円・１３０万円の壁」 議題８：食品衛生法等の改正骨子案 

 

 

会議の冒頭では、企業部会の発足を受け、部会長に就任された小川会長より、企業部会設立趣意

書についての説明がありました。 

その中で、 

●「この国のインフラを活用して事業展開する以上、こ

の国が傾くことは流通業、製造業、卸売業にとって非

常に憂慮すべきことである」 

●「日本の将来に関わる大きな問題について、法制化

や制度の改善改革を推進するべく、企業・業界の枠

を超えて力を結集していきたい」 

とのご発言があり、参加された皆様からも共感と賛同の声が聞かれました。 

また、各議題ではこれまで事務局が調査してきた内容や、今後の方向性等について報告を行い、参

加された皆様に熱心に議論していただきました。業界団体ではなく、「国民団体」としての生団連ならで

はの幅広い議題に対し、様々な観点からご意見を頂戴しました。 

企業部会では企業部会幹事を中心に、先に立ち上げた消費者部会とも連携を図りながら、重点課

題や業界内あるいは業界横断的な問題の情報共有、国政に対する提言などに積極的に取り組んでま

いります。 

この企業部会幹事会での議論は、生団連の理事会や総会へも展開させてまいります。 
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卸売市場法及び食品流通構造改善促進法 

の一部を改正する法律案の概要 

－ 農林水産省食料産業局 － 

□食品流通の中で卸売市場が果たしてきた集荷・分荷、価格形成、代金決済等の調整機能

は重要。今後も食品流通の核として堅持。  

□農林漁業者の所得を向上させるとともに、消費者ニーズに的確に応えていくためには、卸売

市場を含めて、新たな需要の開拓や付加価値の向上につながる食品流通構造を確立して

いくことが重要。 

□このような観点から、卸売市場を含めた食品流通の合理化と生鮮食料品等の公正な取引環

境の確保を促進。 

 

 

 

（１）農林水産大臣は、次の事項を定めた卸売市場に関する基本方針を定める。（第３条）  

〔・業務の運営に関する事項  ・施設に関する事項  ・その他重要事項〕 

（２）基本方針等に即し、生鮮食料品等の公正な取引の場として、①から⑥の共通の取引

ルールを遵守し、公正・安定的に業務運営を行える卸売市場を、中央卸売市場又は

地方卸売市場として農林水産大臣又は都道府県知事が認定・公表し、指導・検査監

督する。（第４条から第１４条まで）  

①売買取引の方法の公表  ⑤取引条件の公表  

②差別的取扱いの禁止  ⑥取引結果の公表  

③受託拒否の禁止（中央卸売市場のみ）  ⑦その他の取引ルールの公表（※）  

④代金決済ルールの策定・公表  

※第三者販売の禁止、直荷引きの禁止、商物一致等。卸売市場ごとに、関係者の意見を聴くなど公正な手

続を踏み、共通の取引ルールに反しない範囲において定めることができる。  

（３）国は、２（２）の食品等流通合理化計画に従って行われる中央卸売市場の整備に対

し、予算の範囲内において、その費用の４／１０以内を補助できる。（第１６条）  

 

  

（１）農林水産大臣は、次の事項を定めた食品等の流通の合理化に関する基本方針を定

める。（第４条） 

・流通の効率化  ・品質・衛生管理の高度化  

・情報通信技術等の利用  ・国内外の需要への対応  

（２）農林水産大臣は、基本方針等に即し、食品等の流通の合理化を図る事業に関する

計画を認定する。（第５条）  

（３）認定を受けた者は、農林漁業成長産業化支援機構（Ａ－ＦＩＶＥ）の出資等の支援を

受けることができる。（第７条から第２６条まで）  

（４）農林水産大臣は、食品等の取引状況について定期的な調査を行い、当該調査の結

果に基づき必要な措置を講じ、不公正な取引方法があると思料する場合には公正取

引委員会に通知する。（第２７条から第２９条まで）  

※上記の改正に伴い、題名を「食品等の流通の合理化及び取引の適正化に関する法律」に改める。  

 

※この法改正により、生鮮食料品等の公正な取引の場である卸売市場を活性化するとともに、食品等の新た

な需要の開拓や付加価値の向上を促進する。  

○１中央卸売市場当たりの取扱金額：６９５億円（平成２８年度）→７１９億円（平成３６年度）  

（現在の市場外取引の取込みにより伸び率を倍増）  

○食品等流通合理化計画の認定件数：２００件（～平成３６年度）（支援措置等の見直しにより１割増）  

背 景 

法案の概要 

 
１ 卸売市場法の改正 

２ 食品流通構造改善促進法の改正 
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卸売市場法及び食品流通構造改善促進法の一部を改正する法律案の骨子 

平成 30 年３月 

農林水産省 

Ⅰ 趣旨 

卸売市場を食品流通の核としつつ、卸売市場を含めた食品流通の合理化と生鮮食料品等の公正な取引

環境の確保を促進することにより、生産者の所得の向上と消費者ニーズへの的確な対応を図る。 

 

Ⅱ 法律案の概要 

１ 卸売市場法の一部改正 

（１）目的（第１条） 

この法律は、卸売市場が食品等の流通において生鮮食料品等の公正な取引の場として重要な役割

を果たしていることに鑑み、卸売市場に関し、農林水産大臣が策定する基本方針について定めるととも

に、農林水産大臣及び都道府県知事によるその認定に関する措置その他の措置を講じ、その適正か

つ健全な運営を確保することにより、生鮮食料品等の取引の適正化とその生産及び流通の円滑化を

図り、もって国民生活の安定に資することを目的とする。 

（２）卸売市場に関する基本方針（第３条） 

農林水産大臣は、次の事項を内容とする卸売市場に関する基本方針を定める。 

①卸売市場の業務の運営に関する基本的な事項 

②卸売市場の施設に関する基本的な事項 

③その他卸売市場に関する重要事項 

（３）卸売市場の認定等 

①卸売市場の認定（第４条第１項から第５項まで及び第 13 条第１項から第５項まで） 

卸売市場であって次の要件に適合しているものは、農林水産大臣又は都道府県知事の認定を受け

て、中央卸売市場注又は地方卸売市場と称することができる。 

注）中央卸売市場は、その施設の規模が一定の規模以上であること等省令で定める基準に該当する卸売市場に限る。 

ア 申請書及び業務規程の内容が、基本方針に照らし適切であること。 

イ 申請書及び業務規程の内容が、法令に違反しないこと。 

ウ 業務規程に開設者が行う次の事項が定められていること。 

（ア）差別的取扱いの禁止 

（イ）卸売の数量及び価格等の公表 

（ウ）卸売業者、仲卸業者等の取引参加者に対する指導及び助言、報告及び検査、是正の求め等の

措置 

（エ）売買取引の方法及び代金決済の方法の策定及び公表 

エ 業務規程に卸売業者等が行う次の事項（共通の取引ルール）が定められていること。 

（ア）開設者が定めた売買取引の方法による卸売の実施 

（イ）差別的取扱いの禁止 

（ウ）受託拒否の禁止（中央卸売市場のみ） 

（エ）開設者が定めた代金決済の方法による代金決済の実施並びに卸売業者の事業報告書の作成

及び閲覧 

（オ）売買取引の条件の公表 

（カ）売買取引の結果の公表 

オ その他の取引ルール（第三者販売、直荷引き、商物分離等）を定める場合には、次の要件に適合

すること。 

（ア）共通の取引ルールに反するものでないこと。 

（イ）取引参加者の意見を聴いて定められていること。 

（ウ）当該取引ルール及び当該取引ルールが定められている理由が公表されていること。 

カ 開設者が取引参加者に取引ルールを遵守させるために必要な体制を有すること。 

キ 生鮮食料品等の円滑な取引を確保するために必要な施設を有すること。 

ク 卸売市場の適正かつ健全な運営に必要なものとして農林水産省令で定める要件に適合すること。 

②認定卸売市場の公示（第４条第６項及び第 13 条第６項） 

農林水産大臣及び都道府県知事は、認定した卸売市場の名称等を公示する。 
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③開設者に対する指導及び助言等（第９条から第 12 条まで及び第 14 条） 

農林水産大臣及び都道府県知事は、認定を受けた開設者に対し、指導及び助言、報告及び検査、

措置命令又は認定の取消しを行うことができる。 

（４）支援措置（第 16 条） 

国は、中央卸売市場の開設者であって２（２）②の食品等流通合理化計画の認定を受けたものの施

設整備に対し、予算の範囲内において、その費用の 10 分の４以内を補助することができる。 

２ 食品流通構造改善促進法の一部改正 

（１）目的（第１条） 

この法律は、食品等の流通が農林漁業者と一般消費者とをつなぐ重要な役割を果たしていることに

鑑み、食品等の流通の合理化を図るため、農林水産大臣による基本方針の策定及び食品等流通合

理化計画の認定、その実施に必要な支援措置その他の措置を講ずるとともに、食品等の取引の適正

化を図るため、農林水産大臣による調査の実施その他の措置を講じ、もって農林漁業及び食品流通

業の成長発展並びに一般消費者の利益の増進に資することを目的とする。 

（２）食品等の流通の合理化のための措置 

①食品等の流通の合理化に関する基本方針（第４条） 

農林水産大臣は、次の事項を内容とする食品等の流通の合理化に関する基本方針を定める。 

ア 食品等の流通の効率化に関する措置 

イ 食品等の流通における品質管理及び衛生管理の高度化に関する措置 

ウ 食品等の流通における情報通信技術その他の技術の活用に関する措置 

エ 食品等に係る国内外の需要への対応に関する措置 

②食品等流通合理化計画の認定（第５条） 

食品等の流通の合理化を図る事業を実施しようとする者は、食品等流通合理化計画を作成し、農林

水産大臣の認定を受けることができる。 

③支援措置（第７条から第 26 条まで） 

認定を受けた者に対し、次の支援措置を講ずる。 

ア 株式会社農林漁業成長産業化支援機構（Ａ－ＦＩＶＥ）の出資等 

イ 食品等流通合理化促進機構（現食品流通構造改善促進機構）の債務保証 

ウ 株式会社日本政策金融公庫の融資等 

（３）食品等の取引の適正化のための措置 

①農林水産大臣による取引状況等に関する調査（第 27 条及び第 28 条） 

農林水産大臣は、食品等の取引の適正化のため、食品等の取引状況等に関する調査を行い、当該

調査の結果に基づき指導・助言等の措置を講ずる。 

②農林水産大臣による公正取引委員会への通知（第 29 条） 

農林水産大臣は、食品等の取引に関し、不公正な取引方法に該当する事実があると思料するとき

は、公正取引委員会に対し、その事実を通知する。 

（４）題名 

題名を「食品等の流通の合理化及び取引の適正化に関する法律」に改める。 

 

Ⅲ 施行期日等 

１ 施行期日 

（１）卸売市場法の一部改正（附則第１条第３号） 

公布の日から起算して２年を超えない範囲内において政令で定める日とする。 

（２）食品流通構造改善促進法の一部改正（附則第１条柱書） 

公布の日から起算して６月を超えない範囲内において政令で定める日とする。 

２ 中央卸売市場又は地方卸売市場の認定に関する経過措置（附則第３条第５項） 

現行の中央卸売市場又は地方卸売市場による認定の申請については、卸売市場の施設に関する事

項等の記載を省略することができる。 

３ 検討（附則第 11 条） 

この法律の施行後５年を目途として、食品等の生産、流通及び消費の動向及び実態を踏まえ、この法

律による改正後のそれぞれの法律の規定について検討を加え、その結果に基づいて必要な見直しを行

う。 

 


